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昨年４月の消費増税や、円安による輸入価格の上昇や燃料・光熱費の上昇などで、物価

の上昇が続いている。このような状況が、家計や消費行動にどのような影響を及ぼしてい

るのかを調査するため、滋賀銀行の店頭にご来店の女性を対象に「2014 年冬季・物価と消

費に関するアンケート」を行い、調査結果をまとめた。 

なお今回、特別項目として消費増税や物価上昇に伴う「現在の消費動向について」の調

査も行った。 
 

【調査の概要】 
・調 査 名：「2014年冬季・物価と消費に関するアンケート」 

・調 査 時 期：2014年 12月 11日（木）～15日（月）の３日間 

・調 査 対 象：滋賀銀行の本支店にご来店の女性（県内在住者のみ） 

・有効回答数：717人  うち 29歳以下：134人、30歳代：126人、40歳代：185人 

50歳代：139人、60歳以上：92人 
 

  

 

【調査結果の要旨】 

１．定例項目  
  ◆【暮らし向きＤＩ】…悪化、今後も悪化の見通し 

・現在の「暮らし向きＤＩ」は－20.3で、前回（－14.3）から 6.0ポイント低下。 

・半年後は－27.3で、現状から－7.0ポイントとさらに悪化する見通し。 
 

◆【世帯収入ＤＩ】…横ばい、半年後は大幅悪化の見通し 
・現在の「世帯収入ＤＩ」は－7.7で、前回（－7.8）と横ばい。 

・半年後は－17.6で、現状から 9.9ポイント低下する見通し。 
 

 

◆【物価ＤＩ】…さらに上昇、今後も高い水準が続く見通し 
・現在の「物価ＤＩ」は＋86.5で、前回（＋85.6）から＋0.9ポイント上昇。 

・半年後は＋81.8で、現状から 4.7ポイント低下するものの、依然、高い水準が続く見通し。 
 

◆【耐久消費財の購入】…依然、厳しい状態が続く 

・「良くなる」「やや良くなる」の合計が 4.9％と、前回（7.7％）から 2.8 ポイント低下。「悪くな

る」「やや悪くなる」の合計は 44.5％で、前回（35.7％）から 8.8ポイント上昇。 

・「変わらない」は 50.5％で、前回（56.6％）から 6.1ポイント低下。依然、厳しい状態が続く。 

 

２．特別項目 ～現在の消費動向について～ 
  ◆増税後の節約は“不要不急の費用”と“日常の努力で節約できる費用” 
   ・購入を控えるもの、節約している項目（複数回答）は「外食費など飲食費」（46.5％）が最も多

く、「衣料費」（43.0％）、「食料費」（42.0％）が続いた。 
 

◆「値上がりを実感するもの」は「日用品」「交通費（ガソリン代含む）」が約５割    
・物価上昇が続くなか、「値上がりを実感するもの」（複数回答）は、「日用品」が 51.8％となり、

５割を超えた。続いて、「交通費（ガソリン代含む）」（49.2％）、「調味料」（39.2％）、「光熱・水

道費」（34.2％）となった。 

  ◆「衝動買いをしない」が約６割 

・消費増税や物価上昇をきっかけに「消費行動はどのように変わったか」（複数回答）をたずねた

ところ、「衝動買いをしない」（56.2％）が最も多く、６割近くにのぼった。 
 

 

 

本調査結果に関するお問い合わせ先：㈱しがぎん経済文化センター  

産業・市場調査部 楢原（077-526-0005） 
 

 

「物価と消費に関するアンケート」結果 

暮らし向きは悪化、世帯収入も今後悪化の見通し 
消費増税や物価上昇により、日常生活での節約志向高まる 
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１．定例項目 
◆【暮らし向きＤＩ】…悪化、今後も悪化の見通し  
現在（2014 年 12 月）の「暮らし向きＤＩ」（「良くなった」「やや良くなった」と回答した割合から

「悪くなった」「やや悪くなった」と回答した割合を引いた値）は－20.3 となり、前回（14 年６月：

－14.3）から 6.0 ポイント低下した。昨年４月の消費増税や円安による物価の上昇などで支出は増え

る一方、所得環境の改善がなかなかみられないからか、暮らし向きは悪化したとみられる。 

半年後については、「やや悪くなる」「悪くなる」と回答した割合が大幅に増え、「暮らし向きＤＩ」

（同上）は－27.3と、現状（－20.3）からさらに 7.0 ポイント低下する見通しである。 

 
 

◆【世帯収入ＤＩ】…横ばい、半年後は大幅に悪化する見通し 
現在の「世帯収入ＤＩ」（「増えた」「やや増えた」と回答した割合から「減った」「やや

減った」と回答した割合を引いた値）は－7.7 で、前回（14 年６月：－7.8）から＋0.1 ポ

イントと、横ばいだった。 

半年後の「世帯収入ＤＩ」（同上）は－17.6 で、現状（－7.7）から 9.9 ポイント低下し大

幅に悪化する見通しである。今後、所得環境は厳しい状況が続くとみられる。 
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◆【物価ＤＩ】…物価はさらに上昇、今後も高い水準が続く見通し 
現在の「物価ＤＩ」（「かなり上がった」「やや上がった」と回答した割合から「かなり下

がった」「やや下がった」と回答した割合を引いた値）は＋86.5となり、前回（14 年６月：

＋85.6）から＋0.9ポイントとさらに上昇した。円安による原材料価格の高騰や消費増税の

価格転嫁が進むなど、物価は上昇し続けている。 

半年後の「物価ＤＩ」（同上）は＋81.8で、現状（＋86.5）から 4.7ポイント低下するも

のの、依然、高い水準が続く見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆【耐久消費財の購入】…依然、厳しい状態が続く 
「耐久消費財の買い時として、今と比べて今後半年間でどうなると思うか」については、

「良くなる」「やや良くなる」の合計が 4.9％と、前回（14 年６月：7.7％）から 2.8 ポイ

ント低下した。また「悪くなる」「やや悪くなる」の合計は 44.5％で、前回（35.7％）から

8.8ポイント上昇した。 

一方、「変わらない」は 50.5％で、前回（56.6％）から 6.1ポイント低下。依然、厳しい

状態が続く。 
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２．特別項目 ～現在の消費動向について～ 
◆増税後の節約は“不要不急の費用”と“日常の努力で節約できる費用” 
 消費増税から半年以上が経ち、「購入を控えているもの、節約しているもの」（複数回答）

についてたずねたところ、引き続き「外食費など飲食費」（46.5％）が最も多かったものの、

前回（2014年６月：49.1％）より 2.6ポイント低下した。次いで「衣料費」（43.0％）、「食

料費」（42.0％）、「旅行・レジャー費」（38.0％）と続いた。「食料費」「旅行・レジャー費」

については、それぞれ前回より５ポイント以上増加（順に＋9.8ポイント、＋5.7ポイント）。

上位６項目をみると、外食費や衣料費、旅行・レジャー費といった“不要不急の費用”と、

食料費、日用雑貨、光熱・水道費などの “日常の努力で節約できる費用”が上位を占める

など、節約志向がうかがえる結果となった。 

 「特になし」は 12.9％と前回（15.8％）から 2.9 ポイン低下し、買い控え・節約を行っ

ている家庭が前回よりも増えているようだ。 
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◆ 「値上がりを実感するもの」は「日用品」「交通費（ガソリン代含む）」が約５割 
物価上昇が続くなか、「値上がりを実感するもの」（複数回答）についてたずねたところ、

「日用品」が 51．8％となり、５割を超えた。続いて、「交通費（ガソリン代含む）」（49.2％）、

「調味料」（39.2％）、「光熱・水道費」（34.2％）と続いた。円安による原材料費の高騰や

燃料価格の上昇により、日用品や交通費、電気・ガス代などの値上がりを実感している人

は多いようだ。 

 また、「特になし」と回答する割合は 4.2％で、多くの家庭で何らかの値上がりを実感し

ているようだ。 
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◆ 「衝動買いをしない」が約６割 
消費増税や物価上昇をきっかけにして「消費行動はどのように変わったか」（複数回答）

をたずねたところ、「衝動買いをしない」（56.2％）が最も多く、約６割となった。次いで

「より安い価格帯のお店で購入する」（43.9％）、「特売やタイムセールを利用する」（36.3％）

と続いた。上位７項目については３割を超え、日常生活での節約意識が高いことがみてと

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆所得環境の改善が今後のポイント 
今回の調査では、消費増税や円安の影響による食料品等の値上げにより物価の上昇が続

いているものの、所得環境の改善がなかなか見られず、日常生活での節約意識の高さが感

じられる結果となった。原油価格は下落傾向にあるものの、年明けの食料品値上げ等、物

価は今後も高い水準が続く見通しであり、所得環境の改善が個人消費改善のポイントとな

りそうだ。今後の動向が注目される。 

 

以上 


